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1〔論　文〕
はじめに
　日本において工場法が成立したのは明治44年
（1911）で，施行は５年後の大正５年（1916）
である。工場法制定にむけての動きは明治14年
（1881）から始まっており，制定まで30年，施
行まで35年という長い期間を要した。
　最初から「工場法」という名称で準備された
のではない。「傭主被傭者間取締法」・「師弟間
取締法」，「職工條例」・「徒弟條例」など，様々
な名称が使用されている。「工場法」という名
称で法案が公表されたのは，明治31年（1898）
９月である。
　ところで，工場法の起点を明治14年（1881）
に求めることに，異論がないわけではない。た
とえば，明治14年（1881）以降のすべての動き
を，明治44年（1911）の工場法の前史として単
純に結びつけることを批判したのは隅谷三喜男
である。隅谷は「傭主被傭者間取締法」・「師弟
間取締法」が検討された明治16年（1883）段階
では，工場制工業は未発達で工場法が問題とな
る条件が成立しておらず，「傭主被傭者間取締
法」・「師弟間取締法」は，職工取締まりを目的
とした「職工條例」・「徒弟條例」にほかならな
いと，工場法案との違いを明確にするととも
に，「職工條例案」の中に「工場法」的要素，
すなわち職工保護規定が加味されていく過程を
明らかにした１）。
　工場法の成立を論じた研究には，明治31年
（1898）工場法案を，あるいはその準備作業が
始まった明治29年（1896）ごろを起点とするも
のが多い２）。こうした研究に対して隅谷は，明
治30年代前半の史料や史実から論証するのは適
切ではないとし，明治30年代に工場法が成立し
なかった理由が考察されなければならず，また
なぜに40年代にいたって制定されたのかを明ら
かにしなければならないと，工場法成立史研究
の課題を提起した３）。その後石井寛治によって
「日本において工場法が，何故に，1911年とい
う時点において，あのような形で成立したの
か，という論点ひとつを取り上げてみても，そ
こには周知の如く鋭く対立する諸見解が提出さ
れているが，いまだ十分に納得的な見解はない
といわなければならない」４）と指摘されたが，
今日においても状況は変っていない。
　私は，工場法の起点を明治14年（1881）に求
めるべきだと考えている。工場法の成立に尽力
した当時の農商務省工務局長岡實の著書『工場
法論』に，法が制定されるまでには実に約30年
の星霜を積んだという記述があることもさるこ
とながら５），隅谷が明らかにしたように，明治
20年（1887）の職工條例案のなかに工場法的要
素が加味されていった経緯や，明治31年（1898）
工場法案には，職工保護と職工取締という二つ
の異質な要素が混在していることから，職工・
徒弟條例案を工場法案と切り離すことには無理
がある。ただし，職工・徒弟條例は「取締法」
で，工場法は「保護法」と図式的に把握する限
り，このふたつを連続的に把握することはでき
ないだろう。隅谷が職工・徒弟條例案を「取締
法」とみなしたのは，「保護法」である工場法
との相違を明確にするためであったが，職工・
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徒弟條例案のもつ取締まりの側面だけに関心が
寄せられてしまった。同様に，工場法を単純に
保護法とみなすことも問題である。下田平裕身
は，工場法を無造作に労働者保護という政策形
態におきかえたことが，工場法を歴史的な対象
として把握する途を閉ざすことになってしまっ
たと，示唆に富む指摘をしている６）。工場法を
保護法として分析すること自体は批判されるこ
とではないが，工場法研究が，保護法という枠
内からほとんど出ることができなかったこと
は，反省しなければならない。
　私は，工場法成立までの30年間を一連の流れ
の中におくためには，職工・徒弟條例案はなぜ
成立しなかったのか，職工・徒弟條例案は明治
30年代に工場法案と形を変えたのはなぜか，明
治44年（1911）に成立した工場法が年少者や女
性を保護の対象としたのはなぜかといった点が
解明されなければならないと考える。その際，
「職工取締か職工保護か」とは別の視点が必要
である。維新後株仲間が解放されてから，一貫
して問題とされたのは，徒弟や職工が，技能が
未熟なまま移動するようになったことや，師が
徒弟の教育を怠るようになったこと，つまり熟
練を形成する仕組みが崩壊しつつあることであ
った。したがって私は，職工・徒弟條例案や工
場法案が目的としたのは，熟練形成システムの
再構築であったと認識している。そこで本稿で
は，「熟練の形成」という視点から，工場法成
立史の再構成を試みたい７）。
第一章　 職工徒弟條例案から工場 
法案へ
　株仲間は，幕藩の統制下での営業の円滑化を
図るために組織された。幕藩の許認可を必要と
していることから，任意団体ではなく強制加入
団体である。そしてその多くは成文化された規
約をもち，それらは厳しく守られた。そのた
め，江戸期の株仲間は，雇用秩序の安定にも，
大きな役割を果たしていた８）。
　株仲間は紛争処理機能を有しており，それ
は，雇用する徒弟の数の制限，養成方法，徒弟
及び職人の労働条件についての協定，徒弟や職
人の争奪防止が主要なものである。つまり，労
働力の養成・確保と労働条件の協定が図られて
いた。一人前の職人を雇用する場合でも，勝手
に雇い雇われたのではなく，仲間や親方への通
達が必要であったし，徒弟が逃亡した場合に
は，仲間内にブラックリストが配布された。城
下町のような都市の職人の労働条件，とくに賃
錢や労働時間は株仲間で決めるのではなく，幕
藩によって公定されるのが普通であったが，幕
末に発達してきた農村家内工業の労働者の賃銀
は，仲間内で協定された。こうした労働条件の
協定に違反した場合の罰則は厳格に定められて
おり，統制機能は強かった９）。
　明治新政府は，御一新に際し，商法が崩壊し
混乱をきたしたため，人心の安定を目的として
旧法存置の漸進策をとり，株仲間・仲間・組合
の存続を許可した。諸株も一応存置せられた。
だが，旧来のものを無条件に継承することを許
したのではなく，その性質や内容は漸次に改変
させられた。新政府は経済上の不振を打開する
ため，産業を奨励し物産を増殖させる目的で，
慶応４年（1868）閏４月25日に商法司を設置し
た。本司を京都に置き，大阪10）と東京11）にそ
の支署を開設した。京都と大阪では，慶応４年
（1868）年５月に，東京では同年11月に，商業
を規律するための「商法大意」が布達され，勧
商の基本方針が示された12）。「商法大意」には，
株数の制限や冥加金・上納金は廃止するという
条目がある。そして，従来から存在した株仲間
や新たに結成した仲間に対して，旧来の株札に
かえて営業鑑札を下付した。
　このように諸株を廃止し，特定商人による営
業独占を排除しながら，他方で仲間や組合を存
続させたのは，流通秩序が混乱し，商業活動が
沈滞することをおそれたためであった。しかし
在来の商工業者の中には，旧来の株仲間がその
まま公認されたと受け止め，員数を制限したり
株を売買して，新たに開業するものを阻害した
りするものもいた。そこで大阪府では，明治５
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年（1872）４月に株仲間の解放を断行した13）。
それと前後して和歌山，滋賀，兵庫などでも同
様の御触れが出た。こうして明治５年（1872）
ごろには，仲間・組合は一応全て解放されたの
である14）。
　また政府は，明治５年（1872）８月27日，太
政官布告第240号15）を発布し，賃銀は雇うもの
と雇われるものが相対で決め，誰を雇うかにつ
いては雇主の判断にまかせるとした。さらに同
年10月２日には，「芸妓娼妓解放令」として知
られる太政官布告第二九五号を発布した16）。こ
の布告の内容は，年季奉公という名義をとるか
どうかにかかわらず，一切の人身売買を禁止
し，農商工の技芸習得のための徒弟奉公は原則
として最長７年，通常の奉公は１年とするもの
であった。いずれも双方の話し合いにより，期
間の延長は可能であった。ここで禁止の対象と
なっているのは，年季奉公を偽装する人身売買
的奉公だけで，通常の徒弟奉公や一年季の雇用
は禁止されていない。しかしこの布告により全
ての年季奉公が禁止されたと誤解し，職工や徒
弟が雇主のもとを離れる現象があらわれたとい
われている17）。
　この一連の法令によって株仲間がもっていた
雇用規制機能や賃銀規制機能も明確に否定さ
れ，雇用秩序は混乱した。当時の混乱した状況
について『興業意見』18）は次のように記して
いる。従来は傭主と被傭者，あるいは師匠と弟
子は，慣習に基づいて「約束」や「契約」を結
び，それらは法律に匹敵する効力をもってい
た。しかし，維新後は旧弊を一新したので，被
傭者や弟子は，まるで日雇いのように賃銀のた
めにだけ仕事をし，賃銀の多寡により仕事を変
わるので技能が向上せず，そのことが工業上に
与える影響も少なくない。また雇主や師匠の側
も，忙しい時期には他の雇主や師匠のもとにい
る被傭者や弟子を，権謀術数をめぐらして引き
抜き，暇なときには口実を設けて放逐するなど
問題がある19）。
　こうした混乱した事態を収拾するために，株
仲間に代わるものとして，同業者組織結成の動
きが出てきた20）。大阪では，明治５年（1872）
10月の藍仲買商87名により結成された「永続
組」にはじまり，明治６年（1873）末から７
年，８年中に合計209の組合が府庁の認可を請
い，黙許された。この間に設置された組合のな
かには，組合の認許をもって株仲間の再興と誤
解し，他の営業を束縛するものも現れた。その
ため大阪府は，早くも明治７年（1874）３月
に，組合は他の営業を束縛してはならないと注
意を発するに至った。こうした布達はその後も
再三発せられている。明治11年（1878）に大阪
商法会議所が設置されて以後は，会議所が率先
して組合設置の運動をおこなった21）。
　東京でも同業組合が結成された。東京商法会
議所は，明治12年（1879）３月，渋沢栄一提案
の「東京府下各商組合再興ノ儀」を可決し，東
京府に建議した22）。これをうけて東京府は，明
治13年（1880）11月，「各工商共営業上便宜之
為メ，自今同業組合ヲ立テ公認ヲ請け度者ハ，
其規約書ヲ添ヘ一同連印ヲ以テ当庁ヘ申出可
シ」と布達し，商工組合取扱内規を定め，同業
組合の拠るべき基準を示した23）。こうして設立
された同業組合は，株仲間のような加入制限や
仲間外での営業禁止など営業の排他的独占機能
24）を持つことは認められなかった。しかしそ
れ以外の機能はおおむね放任され，徒弟や職人
の取締規定をもつ組合は多かった25）。
　同業組合は法的な基準や規則によって設置さ
れたものではなく，単なる一部同業者の任意団
体にすぎなかった。そのため統制力には限界が
あった。とくに東京の同業組合は，営業秩序の
確保を目的としてはいたが，主に府税の徴収単
位の組織として機能していたため26），雇用秩序
の混乱は続いていた。そこで，明治13年（1880）
11月に，東京商法会議所は，工業上の師弟関係
を規律する法の制定を求めて，「諸職工師弟間
契約方ノ義ニ付建議」を大蔵卿と内務卿あてに
提出した27）。
　この建議は，工業事務委員松尾儀助の提案に
よるものである。松尾儀助の提案は，株仲間解
放後は師弟間において，年季途中の徒弟が利を
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求めるまま師を棄てて移動すること，また逆に
師が秘術要訣を弟子に授けるのをはばかるなど
好ましからざる風潮が蔓延するに至っているの
で，師弟間で締結する契約を実践させる法を設
けることを政府に求めるというものであった。
そして設けられるべき法には，各職工間に修業
の年季を定め，相当の契約により弟子がほしい
ままにその身を転ずることを禁じ，また師たる
者がその技術を授けるのを怠らないようにさせ
るといったことが含まれるべきだとした28）。
　この松尾の提案について，会議所内で意見の
対立があった29）。師弟間における弊害の現状と
弊害が発生する理由についての認識はおおむね
一致していたが，いかなる法を制定するかにつ
いては，意見が対立した。松尾は，弟子の年季
期限を定めてその期間中の移動を禁止し，違反
者や徒弟への教育を怠る師には制裁を課すとい
う，かつて株仲間が有していた役割を法律に期
待した。これに対し，弟子の年季期限を法律で
規定することに反対する意見が出された。反対
者は，法律で制定することが適当なものは，師
弟関係を結ぶさいには必ず合意契約によるこ
と，当事者の一方が年少者である場合は，父母
または親類等が代理人となること，契約書面中
に衣食等の給与方，解約の方法などを記載すべ
きこと，この契約は書面による約定書の交換が
なければ法律上無効になること，と主張した。
このような意見の相違について矢野達雄は，前
者が前期的年季制度に固執し，ギルド的強制力
の代用を国家に期待するのに対し，後者は，前
期的年季制度が維持しがたいことを認識し，労
使関係の安定を契約自由の新たな法制の上に打
ちたてようとしたと述べている30）。
　松尾の建議案は修正のうえ提出された。修正
された建議では，維新前の諸職工師弟間には契
約を重んじる風潮があったが，維新後にはその
慣例は一変し，習業契約が軽視されるようにな
ったため，良工が減り粗悪品が増えたことを嘆
き，この弊害を矯正するために師弟の間に強固
な契約を締結させるしかないと訴えている。東
京商法会議所は，同年12月には「商家師弟間ニ
契約ヲ設クルノ儀」を内務・大蔵両省へ建議し
ている31）。
　明治14年（1881）４月７日，産業政策を統括
する農商務省が新設された。明治維新直後から
農商工行政は，大蔵省・民部省・工部省・内務
省に分割されていた。その後民部省は廃止され
た。農商管理の事務を統一するために，内務省
から勧農局，駅逓局，山林局，博物局などを分
離し，これに大蔵省の商務局を加えて，農商務
省を創設したのである。農商務省設置は，政府
の殖産興業政策の転換によるものであった。つ
まり自ら近代産業を官設し，直接育成しようと
する政策から，民間企業の発展を保護助長する
政策への転換である。
　農商業に関する政策は農商務省へ全部移管さ
れたが，工業政策は一部分が移管されたにすぎ
なかった。なぜならば，内務省が管掌していた
工業に関する行政ないし政策は軽工業関係だけ
で，重工業などの近代的移植産業に関するそれ
は，工部省の所管に属していたからである32）。
この工部省は明治18年（1885）12月22日に廃止
され，各事業部門は農商務省などに移管され
た。それ以降，同省の工務局が，全ての工業に
関する行政や政策を所管するに至った33）。した
がって，それまでの農商務省の勧業政策は，在
来産業の育成に重点をおいていたのであり，雇
用問題への対応もそうした産業を対象としたも
のであったことに留意しておく必要がある。
　農商務省は，雇用秩序の回復は重要であると
認識し，諸外国の労役法や工場条例に関する資
料を蒐集すると同時に，国内の職工や工場の現
状・慣習の調査にのりだした。そして明治16年
（1883）12月，東京商法会議所の後身である東
京商工会に，「工場傭主被傭者間並びに師弟間
取締法」について諮問した34）。同時に「商工同
業組合の取締規則」についても諮問した35）。
　農商務省の諮問は，泰西諸国では法律を設け
て，工業上の傭主と被傭者および師弟双方の権
利義務を明らかにしているが，我が国にもその
ような法律の制定を望むかどうかというもので
あった。この諮問に対して，徒弟年限や，双方
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の権利義務，賃銀などの契約の内容について法
律で定めることは反対で，契約を保護する法律
の制定を望む意見が多く出された。では契約の
内容についてどのように考えていたのであろう
か。梅浦精一36）会員は，同業組合のようなも
のを設けて，同業中で協議して契約法を確定
し，契約に違反するものがいれば同業組合が処
分し，政府はただ法律でその契約を保護すれば
よい，傭主被傭者間，師弟間に生じた紛議は組
合の会合で裁定し，組合中に報告する制度を設
ければよいと発言した37）。こうした意見から，
当時，同業組合設立の問題と職工徒弟の取締問
題は，密接に関係したテーマであったことがわ
かる。
　最終的に東京商工会は，傭主被傭者間，師弟
間に生じている弊害を列挙し，それへの対応策
をまとめて，復申書とした。そこでは，もっと
も大きな弊害は約定期間中の職工や給料を前借
りした職工の逃走や，年季中の徒弟の他への移
動であり，それを防ぐために，逃走した職工や
徒弟を雇い入れた傭主に対して，前の傭主への
損害を賠償させる法が必要である主張した38）。
　「工場傭主被傭者間並びに師弟間取締法」と
同時に「商工同業組合の取締規則」が諮問され
た。それは同業者が組合を結成し，規約を定め
て福利を進め同業の公益を図ることは生産上重
要であり，いまや各地方に同業組合が設立され
ているものの，私約（私に結ぶ契約）であるた
め組合の効力を全うできず公益改進できないと
いう声があるが，同業組合を取締まる規則の制
定を望むかどうかというものであった。
　東京商工会では，同業組合の設置に賛成しな
いものもいたが，在来商工業者の強い要望に基
づいて，明治17年（1884）５月，同業組合取締
規則の制定を望むと答申した。同時に，諮問中
に述べられた同業組合取締規則は既設組合の取
締まりに関するものだけであるとして，地方長
官が必要であると判断した場合は，商工同業者
の組合が設立できるようにしてほしいとの建議
を提出した39）。
　明治17年（1884）１月に開催された第一次勧
業会40）に対しても，農商務省は，東京商工会
に対する諮問と同じ内容で「工業者同業組合
法」と「工業上傭主被傭者間并師弟間ノ取締
法」の諮問をしている。
　第一次勧業会では，「工業者同業組合法」に
ついては，粗製品の濫造・品質の低下が市場の
評価を下げ，産業の衰退をもたらすことや，職
工・徒弟の契約期限中の逃亡や恣意的移動が弊
害として述べられた。そしてその対応策として
同業組合を結成して，製品の粗製濫造や職工の
移動などを取締まっているが，組合の規約は私
約であるため限界があるため，同業組合に制裁
力をもたせるような法の制定を要望すると意見
が出された41）。「工業上傭主被傭者間并師弟間
ノ取締法」については，各地の慣習は同じでは
ないので，各地旧来の慣習を充分調査した上で
取締法の制定を要望すると答申した42）。
　農商務省は，東京商工会や第一次勧業会の答
申を受け，明治17年（1884）11月29日，同業組
合準則43）を布達し，地方長官が組合を認許す
るにあたって準拠すべき基準を示し，かつ認許
の都度主務省に届けさせることとした。この準
則では，組合は同業者の４分の３以上の同意に
よって成立すると定めており，同業組合は設立
を強制されるのではなく，任意組合であった。
そして一度組合が組織されると，同業者の全員
加入強制が建前となっていた。しかし，準則に
基づいて結成された組合であっても，違約者に
対しては罰則規定がないことから，事実上は同
業者の組合外での活動を抑制できなかった。
　この準則は在来的商工業者の要求を全面的に
受け入れたものではなかったが，同業組合は広
範囲にわたり数多く設置され，府県レベルで従
来株仲間がもっていた雇用慣行が復活していっ
た。明治19年（1886）11月末には，全国で商業
の組合628，工業の組合404，商工業の組合147，
計1,579組合に達した44）。しかし農商務省の予想
を超えた範囲にまで同業組合は設立されたた
め，その適用対象を重要物産の改良増殖に関す
る農商工業者の組織に限定するという通達を発
したほどである45）。
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　東京では，準則発布後も組合の設立は僅少で
あった。新興の商工業者が多い地域では，同業
者の４分の３以上の同意を得ることは容易では
なく，組合の設立が進まないのは当然のことで
ある。東京商工会は，その原因を組合の設立が
自由に任せられていることに求め，地方長官が
商工業の発展のために必要と認める場合には，
組合を強制的に設立させてほしいと農商務省に
要望した46）。大阪府も，明治20年（1887）に，
特定業種に限って強制的に組合を設立させてほ
しいと要請している47）。しかし農商務省はこれ
らを聞き届けなかった。その理由について竹内
庵は，この時期の経済政策は，在来産業の全面
的な依拠の上にではなく，在来産業の破壊＝再
編の上に実現しようとするものであったため，
個別的地域的利害を濃厚に持っている在来商工
業により組織された同業組合の実際の運用は府
県にまかせ，国家の政策としての同業組合政策
を展開しなかったのだと述べている48）。
　明治24年（1891）以降，農商務省は新しい同
業組合政策を展開していく。その背景には，明
治22年（1889）の帝国憲法の発布により，同業
組合を取り巻く制度的環境の変化があった。帝
国憲法第22条「日本臣民ハ法律ノ範囲内ニ於テ
居住移転ノ自由ヲ有ス」の理念により，同業組
合の取締規則は効力を失ったのである。こうし
た事態に，物産盛衰上黙視しがたいとして京都
府知事北垣国道は，農商務大臣に取締規則の発
布を稟請した。これを受けて農商務省は，明治
24年（1891）９月に，各地方に特有の重要物産
を保護するために必要であるならば，同業組合
準則によらず，各府県での同業組合取締規則の
制定を認める方針をうちだし，各府県知事に指
令を下した49）。
　京都において明治25年（1892）７月29日に公
布された同業組合取締規則50）は，京都西陣織
物製造業，丹後縮緬業，京都染業，京都栗田陶
器商工業，京都巽組磁器商工業，京都刺繍工
業，京都漆器商工業，京都糸組物商工業の８業
種に組合設置を義務付け，同業者の同業組合へ
の加入を強制するものであった。設置された組
合は，違約者処分の方法や傭主と職工に関する
規程，授業師と徒弟に関する規程を含めた規約
を作成し，知事の認可を受けなければならなか
った。
　藤田貞一郎は，この同業組合取締規則は各同
業組合による職工取締法制定の要望を満たすも
のであったことは間違いなく，またこのころ農
商務省は職工・徒弟條例の制定をほぼ断念し，
同業組合に職工取締まりの権限をゆだねる途を
選んだと判断してよいとも述べている51）。
　ところで，同業組合取締規則によって職工取
締まりの成果をあげることができたのだろう
か。明治27年（1894）に元農商務省次官であっ
た前田正名が織物・陶器・銅器・漆器・紙類の
５品の全国品評会52）を京都で開催したが，そ
の開催に先立ち，出席者を対象に商工業の組織
や商工業の慣習・弊害についての調査を実施し
た。この調査に対して，西陣織物製造業組合は
「布令四十六号ヲ発布セラレ組合ノ組織ヲ改メ
職工ノ取締ヲ施行セリ」，「職工ノ弊害ニ至リテ
ハ，雇主ニ対シ年期約定中自侭ニ出入ヲナシ去
就常ナキ有様ナルヨリ，一昨年布令第四十六号
ノ発布ニ由リ取締方法ヲ設ケ，爾来漸次矯正ノ
緒ニ着ケリ」53）と回答していることからも，同
業組合取締規則の制定により，同業組合は職工
取締まりを有効に行なうことができたようであ
る。西陣織物製造業組合の回答は，在来産業部
門の重要物産を保護育成するために同業組合に
職工取締まりの権限をゆだねる途を選んだ，と
する藤田の推測が正しいことを裏付けるもので
ある。
　同業組合取締規則は新しい同業組合政策の展
開ではあるが，政策の主導権は依然として府県
にあった。しかしその後，国の政策としての同
業組合政策へと変化していく。明治30年（1897）
年４月に，農商務省は重要輸出品同業組合法を
発布した。重要輸出品に関する組合は，従来の
準則による組合を解散して，重要輸出品同業組
合法に基づく組合を組織した。重要輸出品同業
組合は，国法を基盤に成立する組織であり，同
一地域内の同業者の加入を強制した。さらに明
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治33年（1900）４月には同法を改正して重要物
産同業組合法とし，全国の重要商品の組合はい
ずれも重要物産同業組合に組織されることにな
った。
　重要輸出品同業組合法も重要物産同業組合法
も，またその施行規則にも，同業組合取締規則
にあったような，職工取締規程をつくるべしと
する条項はない54）。しかし現実に設立された各
地・各種の同業組合の定款には，職工取締規程
がしばしば設けられており，それを農商務省は
黙認していたと思われる。大正５年（1916）３
月に重要物産同業組合法を改正するに際して，
同業組合定款の規定について注意すべき点が通
達として出されたが，そこには，組合員が使用
する職工または雇人に，直接組合に対する義務
を負わせる規定は，定款をもって組合員以外の
ものを拘束することになるので設けてはならな
い，既に解雇された職工または雇人といえど
も，前雇主の承認を得なければ組合員はこれを
使用してはならないとか，さらにこれに違背し
たものを違約処分するという規定を設けてはな
らないとある55）。この通達は，重要輸出品同業
組合法や重要物産同業組合法に基づいて設立さ
れた同業組合が職工取締規程をもっていたこと
を物語るものである。このように明治30年代に
は，強制加入で職工取締規程をもつ同業組合体
制の確立によって，在来の商工業者による職工
取締法を求める動きは，幕を閉じたのであった。
　第一次勧業会へ諮問した職工徒弟条例案のそ
の後であるが，各地の慣習について調査を進
め，明治19年（1886）の第三次勧業会で再度諮
問し，明治20年（1887）には職工條例案と職工
徒弟條例案をひとまず脱稿した。前者は職工及
び工場に関する規定で，後者は工場でないとこ
ろで働く職工や徒弟に関する規定である。ふた
つの案が立案された理由について岡は，試みに
二通り立案したと述べている56）。しかし，明治
18年（1885）の工部省の廃止にともなって，農
商務省が工業全般の行政や政策を所管するよう
になったことから，在来産業の職工や徒弟と工
場で働く職工をひとつの案の中に盛り込むこと
に無理があり，二案を立案せざるを得なかった
のではないかと思われる。職工徒弟條例案は，
民業の消長，慣習の存廃に関わる問題だとして
関係各局の意見がまとまらずに，廃案となっ
た。
　在来産業における職工移動問題を同業組合取
締規則に依拠して解決できる体制が整い始める
と，農商務省は紡績工場における職工移動問題
に軸足を移していった。明治24年（1891）７月
には，工場及製造業における傭主被傭者相互の
権利義務を保護し，およびその業務の発達永続
を企図する目的で職工條例を制定する必要があ
るかどうかについて各商業会議所に諮問するな
ど57），法律の適用対象を「工場」や「製造業」
とした職工條例の制定に動き始めた。
　おりしも明治20年代にはいると，紡績業界は
職工不足から職工移動や争奪問題を引き起こ
し，社会的な注目を集めつつあった。では紡績
業界の動きをみていこう。
　紡績業者は明治16年（1883）から紡績連合会
（以下，紡連と記す）という同業者組織を結成
していた。同会は，日本の綿糸紡績業発展のた
めには，適切な職工傭役の方法や材料の買入や
製品売捌など，業務上重要な事項について規約
を定める必要があるとして設立された。当初の
職工取扱規定のなかには，他の紡績所で働いて
いる職工を雇うときには，前雇主の承諾を得な
ければならないとするなど，職工の採用や移動
の自由を制限するものがあり，基本的には江戸
期の株仲間が有していた雇用慣行を踏襲してい
た。しかし紡績業の発達が未熟な段階では，会
社間の競争もなく，親睦や相互扶助の機能を果
たしていた。
　1880年代末からの企業勃興期に，比較的大規
模な紡績会社が多数設立された。明治20年
（1887）を基準とすれば，明治32年（1899）ま
でに会社数は21社から3.4倍に，錘数は８万６
千余錘から約16倍に，職工数は2,558人から約26
倍へと増加した58）。紡績業発達の結果，同業者
間の競争は激化し，雇用面では職工争奪や職工
移動が頻繁に生じた。
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　紡連規約は，職工の自由な移動や，前雇主の
承諾を得ないで職工を雇い入れることを禁止し
ていたが，それだけではこうした事態を収拾す
ることはできなかった。なぜならば，紡連は同
業者の加盟を強制できない，任意加盟の団体に
過ぎないからである。そこで統制力を一層強化
させるために改組にのり出すのだが，その際の
最大の課題は，いかにして全ての紡績業者を組
織に加盟させるかであった。
　紡連は同業者の全員加盟を義務づける組織に
変更するために，明治17年（1884）公布の「同
業組合準則」の適用を受けて同業組合としての
公認を得ようとした。ところが政府は，同業組
合準則は小事業に適用すべきものであり，紡績
業のように全国に会社があり，しかも大事業の
準拠すべきものではないという理由で，紡連を
同業組合として公認しなかった59）。
　同業組合としての公認を得られなかった紡連
は，地域ごとに拘束力のある組織をつくり，規
約によって職工移動の取締まりを強化した。紡
績工場が集中する大阪地区では「中央綿糸紡績
業同盟会」60）（以下，「中央同盟会」と記す）を
組織したが，紛議は頻発した。そうしたなか，
東京から関西へ進出した鐘淵紡績株式会社（以
下，鐘紡）の賃銀や福利厚生等の待遇が中央同
盟会加盟の会社よりも高水準であったため，多
くの職工が鐘紡へ移り，大阪地方の紡績会社は
大きな打撃を受けた。そこで中央同盟会は鐘紡
に対して中央同盟会への加盟を要請したが，鐘
紡はこれを拒絶したため，中央同盟会と鐘紡は
真っ向から対立した。鐘紡と関係の深い三井銀
行が鐘紡と対立する紡績会社への融資を断わ
り，また中央同盟会は運送業者や綿花商に対し
て鐘紡との取引をやめるように全国新聞に広告
を出すなど，この対立は紡績業界だけの紛争に
とどまらず，日本の産業界をゆるがす大事件に
まで発展した61）。
　この事件は，明治31年（1898）１月にはい
り，日本銀行総裁の調停でようやく終結した。
鐘紡と中央同盟会の紛争は，雇用関係を大きく
転換させる事件であったといえる。つまり同業
者間が協定して職工を取締まり職工移動を防ぐ
という江戸期の手法は，もはや近代的産業では
通用しないことを明らかにした事件であったと
いえる。
　農商務省は，明治31年（1898）９月から10月
にかけて，「工場法案」を各商工会議所や第三
回農商工高等会議62）に諮問した。諮問案のな
かには，工業主は職工の異動を明らかにするた
めに職工名簿を備えなければならないとか，職
工取締まりのために，職工に職工証を所持さ
せ，これを所持しないものは雇い入れてはなら
ないなど，職工を工場へ縛り付ける規定があっ
た。こうした規定を批判したのは，三菱合資会
社支配人の荘田平五郎である。荘田は，職工証
で労働移動を抑制すると，それが資本家と職工
の反目の原因となると批判した。つまり工業主
が組合をつくって職工証を与えると，職工も組
合をつくって工業主に反抗しようと思うように
なるのだと言う。荘田は，職工が自由を求め
て，あるいはよりよい待遇を求めて他へ移ろう
とするのは当然のことで，無理やり引き止めて
も，成績もよくならない。職工にとっても，動
き回ると本当の熟練を得ることができない。他
の工場へ移ろうとする職工を引き止めるには，
待遇をよくするしかない。つまり企業内福利制
度の充実により，職工の企業定着化と企業忠誠
心の向上をはかるべきだと主張したのであっ
た63）。
　諮問案は修正され，職工取締条項は削除され
た。その後，工場法案から職工取締まりの条項
は消え，もっぱら保護の範囲と水準について議
論されることになる64）。
第二章　 女性の就労継続策としての 
工場法
　明治44年（1911）３月28日に公布された工場
法の適用範囲は，常時15人以上の職工を使用す
るもの，および事業の性質上危険なるものまた
は衛生上有害のおそれあるものであった。12歳
未満のものの就業は禁止され，15歳未満の者及
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び女性の１日12時間を超える就業は禁止され
た。夜業については，15歳未満の者及び女性の
午後10時から午前４時までの就業は，原則とし
て禁止された。休日・休憩時間は，15歳未満の
者及び女性には少なくとも月２回の休日を与え
ること，深夜業の適用除外を受けて夜間働く者
には月４回の休日を与えること，１日の就業時
間が６時間を超える場合には，最低30分，10時
間を超える場合には最低１時間の休憩時間を就
業時間中に与えることが定められた。運転中の
機械や動力伝動装置の危険部分の掃除や注油な
どの危険業務での就業は，15歳未満の者及び女
性には禁止した。また病者や産婦の就業につい
ては主務大臣が制限または禁止の規定を設ける
ことができるとし，工場法施行規則で，産後５
週間を経過しない者を就業させてはならないと
定めた。このように，工場法が女性の就業を制
限する内容となった経緯をみていこう。
　明治33年（1900）４月に農商務省商工局工務
課に設置された工場調査掛が実施した工場調査
の結果は『工場調査要領（第一版）』65）として
発表されたが，そこでは，工場及び職工に関す
る弊害のひとつに，繊維工場，とりわけ紡績工
場における職工の勤続年数が短いことをあげて
いる。『職工事情』では，関西16工場について
勤続年数別の職工数が示されているが，職工総
数（24,712人）中，６ヶ月未満のもの28％，
１年未満20％，２年未満18％，３年未満12％，
５年未満13％，５年以上９％という割合で，熟
練者が極めて少ない。大阪工場の紡績工場で
は，毎月一割の職工が工場を去っているとい
う。職工の出入りが頻繁であると，多額の職工
募集費用がかかるだけでなく，イギリスの紡績
工場の錘数あたりの職工数を比較しても，１割
から２割の剰員を予備のために使役することに
なっていると，熟練職工の不足が引き起こす問
題を指摘している66）。
　職工が工場労働を腰掛仕事とみなし，機会が
あれば他に転ずることを考えているのは，最も
憂慮すべきことであるとして，その原因を次の
ように分析している。まず職工が自らの地位を
軽んじており，また社会一般も侮蔑しているか
らである。そしてこのように職工の社会的評価
が低いのは，不具廃疾になる可能性が大きい業
務であっても，扶助が充分でないので安心して
業務に従事できないからであると，職工のおか
れた労働環境の問題点を指摘している。さら
に，長時間の労働時間や昼夜交替業という勤務
体制は，一般的に女子の社会生活にはなじまな
いので，永年続ける仕事ではなく，一時の腰掛仕
事とみなすのはやむを得ない，と述べている67）。
　『工場調査要領』において，労働者の家庭生
活の破壊を防ぎ，かつ女工を腰掛仕事でなく，
継続して就労できる職にするためには，女工の
仕事が，普通の社会生活，つまり家庭生活と両
立できるように，女工の労働時間や深夜業を規
制する必要があるという農商務省の見解が明確
に示された。ちなみに，工場生活は職工が家族
を形成し子供を養育しようという気質を失わせ
るものであるとして，女工にとっても男工にと
っても問題があるという認識であった68）。しか
し特に女工にとって問題とされたのは，母親で
ある女工や将来母親になる女工の場合には，子
供の保育や教育に対して大きな責任を負ってい
るのだから，仕事と保育・子供の教育の両立を
可能にするためにも，女工の就業には制限を加
えなければならないとするのである。
　こうした議論は，工場労働に従事する女性が
結婚後も仕事をやめないという前提でおこなわ
れた。というのは，当時，工場労働者が家族を
形成した場合，夫の収入だけで家計をまかなう
ことはできず，夫婦とも就労することが当然で
あったからである69）。女工は，家庭生活と工場
労働を両立が不可能になると，それまでの仕事
をやめて，家庭生活との両立が可能な職に移ら
ざるをえない。昭和５年（1930）に，神戸市の
マッチ工場の女工を対象として前職調査が実施
されたが，それによれば，前職を「女工」とす
るものがもっとも多い70）。この「女工」がどの
業種の女工であったのかは不明であるが，「工
場に於ける規律の強制が，乳児に乳をやりに時
に帰宅出来る程度に励行されて居る」71）という
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記述から，既婚女性にとって就労しやすい工場
労働への移動は少なくなかったようだ。また，
紡連が明治30年（1897）に実施した調査の報告
書である『紡績職工事情調査概要報告書』（以
下，『紡連報告書』と記す）には，結婚・妊娠な
ど本人都合の理由により辞めるものがいるが，
大半は約定年限を短縮するために口実として上
記の理由をあげているのだと述べている72）。
　女工は未婚女性の腰掛仕事だと思われている
が，母親女工も少なからず存在した。農商務省
が実施した工場労働者の実態調査報告書に，母
親女工についての記述がみられる。しかもそれ
は幼年職工との関連で語られることが多い。明
治27年（1894）２月に公表された『工場及職工
に関する通弊一班』73）（以下では，『通弊一班』
と記す）には，商工局技術官が，1890年代中ご
ろに工場を巡視して見聞したときの弊害が列挙
されている。そこには紡績工場が女工を募集す
る際，年齢を12歳または13歳以上に限るとして
いるが，実際は職工不足により，７，８歳の子
女を使役しているとある。時には，さらに低年
齢の貧民の子女が父母を手伝って就業し，１日
３銭位の賃銭を得ていたとある74）。
　農商務省による工場調査報告書である『職工
事情』75）にも，幼年職工について同じような記
述がある。東京にある紡績会社の元職工係で織
布工場の職員であるという人物の談話が紹介さ
れているが，そこには，１人で来る幼年工はお
らず，満13歳未満の職工はまれにいるだけであ
ったとある。そして親や姉や兄と一緒に工場に
出てくる子供の処遇の問題について，次のよう
に話している。遠隔地から，低年齢の子供をも
つ職工を採用した場合，子供を残して出てくる
わけにいかないので，小さな子供が親や兄・姉
と一緒に工場に出てくるのはやむをえないこと
であり，子供にも年齢に応じて適当な仕事を与
えている。こうした子供たちが職工として一人
前の仕事ができるようになるのは13歳くらい
で，少なくとも１年から１年半の経験を要し
た。女工のなかには，幼児を連れているもの
や，寄宿舎で出産する女工もいたという76）。ま
た，大阪にある紡績会社の元工女が話したとこ
ろによると，母親や姉と一緒に工場に出てきた
幼年者が仕事をするかどうかは，親や姉の判断
に任されており，仕事をする幼年者へは大人と
同額の食費７銭が差し引かれて残った１銭が支
給され，仕事をしない幼年者がいれば，３銭の
食費を親や姉の賃銀から徴収したという77）。
　時間管理や品質管理が重視される機械工場に
とって，10歳にも満たない幼年工を使役するメ
リットはない。『紡連報告書』にも，雇主は幼
年職工のために損害を受けることが多く，利益
が少ないとある。幼年職工は，実際工場にいて
も遊戯八分操業二分で，時々父母兄姉の操業を
助けるだけで，工場の整理を妨げ，かつ規律を
乱した。しかしながら雇主は，幼年職工に多少
の賃銭を支給し，また食料の補助をも与へざる
をえない。そのほか教育衛生等に要する費用を
計算すれば，雇主にとっては利益より損失が多
いので，幼年職工は雇主の厄介者で，幼年職工
の雇い入れは，どの会社も避けたかった78）。
　これらの資料からわかることは，10歳以下の
幼年工は，単独で採用したのではないというこ
とである。その父兄もしくは母姉の強い要望に
より，父母兄姉と共に雇入れたのである。もし
幼年職工の雇入れや賃銀の支給を拒否すると，
その父母兄姉を雇い入れることができなくな
る。職工が不足しているので，やむを得ず幼年
者を職工として使役しているに過ぎなかっ
た79）。
　工場側にとってメリットのない幼年職工をか
かえてまでも，母親女工を雇い入れたのは，単
に職工不足にという理由だけではないだろう。
腰を落ち着けて仕事をする職工を求めていたも
のと思われる。また，女工が妊娠や出産のため
転職することは，女工にとってはもちろんのこ
と，工場にとってもそれまで培ってきた技能や
熟練を無駄にすることになるので，望ましいこ
とではなかった80）。
　明治43年（1910）11月，農商務省は工場法案
を第二回生産調査会81）に諮問した。工場法は，
ほとんど生産調査会が答申したどおりの法案が
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明治44年（1911）の第27議会に提出され，議会
での修正を経て成立したことからも，この第二
回生産調査会が工場法成立に果たした役割は大
きかった82）。
　この会議で，岡實工務局長は，女工の勤続年
数の長期化を図り，熟練を形成することが，女
工にとっても日本の工業の発展のためにも必要
であると訴えた。幼年者や将来国民の母となる
べき女性の虐使，乱用は，女工を６ヶ月未満と
いう短期間で工場を去らせることになってい
る。会社は次々と新しい職工を雇うので，成年
女工や熟練女工が少なく，そのことが粗製乱造
という問題を引き起こしており，工業の発達に
は，職工が工場を愛し，一生その仕事で生活し
ていくという気持ちを持たせることが必要だと
述べた。工場法は職工を保護するためのもの
か，工業を保護するためのものかという会員か
らの質問に対して，両方を保護するものだと
し，職工が永く健全にその職務に従事すれば，
その工業に対する危惧の念がなくなり，勤続年
数が長くなる。職工の家族も，職工というもの
はつまらないと考えずに，好んで工場労働に従
事するようになる。日本の工業に熟練した職工
を多く供給したいと考えている，と答えた。
　岡は，会議の中で，熟練職工を長く勤めさせ
るために，結婚した職工のために工場の近所に
社宅を持つ会社の例を紹介したが，女工の長期
勤続奨励策を講じている会社もあった。農商務
省は会社の共済制度や福利厚生施設について明
治34年（1901）12月に調査し，『各工場ニ於ケ
ル職工救済其他慈恵的施設ニ関スル調査概要』
83）として発表したが，そこには，女工の妊娠
や出産に関する制度を設けている紡績会社とし
て，大阪の平野紡績株式会社と摂津紡績株式会
社が紹介されている。両社とも，勤続１年以上
の職工を会員とした職工病傷共済会が設置され
ていて，会員の女工が出産した場合，産後20日
間は工賃の６割支給という規定である。会員が
疾病または負傷により休業を余儀なくされた場
合にも，100日間にわたって工賃の６割が支給
された84）。ちなみに平野紡績会社では，明治29
年（1896）３月から６月までの間に分娩した女
工は12人いた85）。
　鐘淵紡績株式会社兵庫支店でも，女工の待遇
を改善し，定着化を進めていた。鐘紡では多数
の職工を出せる家族や，夫婦者あるいは一家を
挙げて移住し永年勤続しようとするものなど
は，社宅が貸与された86）。明治44年（1911）時
点では，社宅は500戸で，在住人員は2,500人程
度であった。社宅には電灯・水道・畳・建具が
ついており，家賃は市価の３分の１から４分の
１という好条件であった。
　妊婦に対する処遇としては，明治38年（1905）
年６月に発足した鐘紡共済組合の定款に，妊娠
中及び分娩後，労働ができない場合に，医師の
証明があれば，一定期間扶助料を支給するとあ
る87）。後には，組合員が妊娠中や分娩後に労働
できないときは，医師の証明により，一定期
間，疾病の場合と同一の待遇を与えることにな
った。病気の場合は，通常は，羅病の第４日目
より，90日を限度として給料の半額を支給する
という規定があるので，妊産婦に対してもこれ
に準じて支給するという規定である。ちなみに
永年勤続者には救済期間が延長されることもあ
った。また会社が雇い入れている助産婦の受診
を希望すれば，無料で助産婦を妊婦の宅に派遣
した88）。
　また１年以上の勤続者で，品行方正で業務に
勉励する女性職工の子女に対しては，毎月保育
料を支給した。満２歳になるまで男児には２円
50銭，女子には２円であった。乳児・幼児をか
かえる女工のために，明治36年（1903）８月に
幼児保育舎を設置した。開設当時は，乳児も幼
児も預かっていたが，翌年１月より，乳児の預
かりをやめ，そのかわりに，保育料を支給する
ようにしたとのことである。満２歳以上６歳ま
での預かり児童数は，常に50名前後いたとい
う。幼児保育舎の保育料は，有料と無料の２種
類あり，有料で預かる場合には実費の一部とし
て，年令により１日６銭ないし７銭５厘徴収し
た。無料で預かるのは，家計困難の女工か，あ
るいは永年勤続者の女工の子女であった89）。
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　さらに，幼児をかかえる職工のために，明治
38年（1905）３月に幼稚園を創立した。開園当
初は，主として，夜業に従事する社宅在住職工
の満４歳以上６歳未満の幼児を預かり，家族が
昼間睡眠をとれるようにしていたが，やがて職
工の子供だけでなく，会社付近に住む社員の子
供も預かるようになり，純然たる幼稚園になっ
たという。在籍者も，当初は46名程度であった
のが，明治44年（1911）には，144名が在籍し，
１日平均出席者数は103人をくだらなかった90）。
　このように鐘紡では，1900年代初頭という早
い時期から，仕事を休んでいる妊産婦に対する
補助料の支給，保育料の支給，幼児保育舎や幼
稚園の設置，社宅の建設など，所帯をもつ職工
や小さな子供をもつ職工を扶助し，既婚女工の
出勤を奨励した。こうした職工優遇策が熟練職
工の育成に成果を挙げていることが，工場法制
定の動きを後押ししたことは間違いないだろ
う。
　工場法制定後，女工の長期勤続を促進するた
めの措置は，紡績工場だけでなく，女工を雇用
する多くの工場でとられるようになった。また
経営者にとって既婚女性の就労継続策は労務管
理上の重要な課題と認識されるようになった。
大正７年（1918）12月には，東京工業組合は発
会式をおこなったが，同会発足の主旨の一つに
「保育所の設置」をあげている91）。また大正８
年（1919）には，東京府工場主懇話会が，工場
主の補助金と従業員（組合員）の掛金によって
運営される工場共済組合の普及・改善について
審議し，産婦救済金についての規定を設けた。
その内容は，分娩前後を通じて３週間支給する
というものだった。各工場に幼児保育所を設置
することも決議された92）。
　このように，1910年代から1920年代にかけ
て，保育所や託児所の設置や，産前産後の休暇
の付与，そしてその間の賃銀の幾分かの支給と
いった処遇や，社宅の設置など，工場法の水準
を上回る策を講ずる工場がみられるようになっ
た。
おわりに
　工場法制定過程は，株仲間が解体された後
に，封建的な雇用関係を近代的な雇用関係に再
編する過程であった。その間，一貫して問題で
あったのは，いかにして熟練労働者を育成する
かということであった。政府は，江戸期の伝統
を有する在来の商工業者に対しては，輸出振興
策の一環として，取締まりによって職工の移動
を防止するという旧慣の継承を容認せざるをえ
なかった。他方，男性職工が多い近代的な大経
営では，熟練工を養成するために組織的体系的
な訓練を施す「養成工制度」を導入しはじめ
た93）。だが紡績女工の争奪事件は，紡績業界で
は熟練工を育成するための対策がほとんどとら
れていない実態を露呈させた。このことが，女
工が家庭生活と職業生活を両立できるような労
働環境の整備の必要性を認識させ，女性の労働
時間を制限する内容の工場法の制定へと結びつ
いたのである。女性の就労継続支援策ともいえ
る工場法が，その後どのように機能したのかは
別途検討すべき課題ではあるが，工場法が女性
を多く雇用する繊維産業に与えた影響や，当の
女性に与えた影響について簡単に述べておこ
う。
　１人１日あたりの労働時間を統計的に知るこ
とができるのは，明治42年（1909）に農商務省
が「工場統計表」を発表するようになってから
である。ここには，職工数５人以上の工場につ
いて，産業別に工場の就業時間，休憩時間，１
ヵ月間休業日数などの単純平均が記載されてい
る。就業時間については，「普通の場合」と
「徹夜の場合」に分けられた上，休憩時間につ
いてそれぞれが「普通」「最長」「最短」の３つ
に区分されている。所定外労働時間を含むか否
かは明らかではない。主な業種の１日の就業時
間を「普通の場合」についてみると，紡績業で
12.0時間，機械製造業で10.5時間，窯業で
10.5時間，製糖業で12.0時間，印刷・製本業
で10.0時間，電気業で11.5時間となっている。
これから「普通の場合」の休憩時間を差し引く
日本における工場法成立史-熟練形成の視点から-
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と，実労働時間は，紡績業で10.5時間，機械
製造業で9.5時間，窯業で9.0時間，製糖業で
10.0時間，印刷・製本業で9.0時間，電気業で
10.5時間となる。１ヵ月の休業日数は，紡績
業で４日，機械製造業で３日，窯業で４日，製
糖業で３日，印刷・製本業で２日，電気業で不
明となっている94）。
　こうした統計資料や，それ以前に実施された
『職工事情』などの実態調査から明らかにされ
た工場法制定以前の工場における１日の就業時
間は，次のようにまとめることができる。まず
男性労働者が多数をしめる産業部門では，実働
９－11時間制が普通であった。次に，多数の女
性労働者を使用する繊維工業について，紡績・
製糸・織物の順にみていこう。紡績工場につい
ては，ほとんどの工場では２交代制がしかれ，
実働時間は11時間であった。製糸工場では，紡
績業のように交代制による深夜業を行なうとこ
ろはないが，労働時間は長く，拘束時間は11－
14時間に及ぶ。とくに長野の諏訪地方では労働
時間は長く，平均15時間をくだらず，景気のよ
いときは18時間にも及んだ。一般的に製糸工場
では労働時間は長いが，地域により労働条件の
格差があった。この格差は，生産する生糸の品
質によって規定されており，織物の緯糸にしか
用いない「普通糸」を生産するか，それとも経
糸に使用しうる「優等糸」を生産するかによっ
て女工の労働条件が異なったという。「優等糸」
を生産する製糸家は，「優等糸」生産のために
は長時間労働は障害であると認識していたが，
「普通糸」を生産する製糸家にとっては，長時
間労働は必要であった95）。織物業では，力織機
を使用する工場と，手織機を使用する工場とで
は労働時間に大きな差がみられた。力織機を利
用する工場では12時間内外であるが，手織機を
使用する工場では，日出から日没までの12－13
時間というのは最も短い場合で，日出後にはじ
まり午後９時または10時に終わるという15－16
時間に達する場合もあった。
　以上のように，工場法制定当時の労働時間の
実態から，労働時間を12時間に制限することに
より影響を受けるのは，主として「普通糸」を
生産する製糸工場や機械化の遅れている織物工
場であった。また女性の深夜業の禁止は，紡績
業界には大きな影響をあたえるものであった。
　女性の就業を制限する工場法は，働いている
女性にも影響を与えた。工場法は15歳未満の者
の労働を禁止したが，このことが15歳未満の者
を工場労働から締め出し，彼らをより条件の悪
い仕事へ追いやったことが明らかにされている
が96），女性についても同じことが指摘できる。
小さな子供をかかえる母親は，子供と一緒に紡
績工場で働いていたが，工場法施行後はできな
くなった。そうなると，子供づれで仕事ができ
るマッチ工場に移ったものもいるし，飲食業や
内職など，条件の悪い仕事へ移らざるを得なか
ったものが多くいたことが推測できる。保育所
の設置が進められていたとはいえ，必要とされ
るだけの設置は進まず，そうした施設を利用で
きたものはわずかである。また長時間労働に依
存していた織物業では，時間短縮によって生産
が減少し，職工収入が減少することもあっ
た97）。
　工場法制定は，働いている女性にマイナスの
影響を与えたことは否定できない。しかし，新
規に職を求めるものにとっては，女工のように
労働時間がはっきりと決められ，就業制限の規
定のある職場は魅力的であった。当時の若い女
性の代表的な就業機会は女中と女工で，20世紀
初頭のころまでは，女工よりも女中を志望する
ものが多かった。しかし，やがて女中不足とい
う事態が発生するほど，女中よりも女工を選好
するものが増えたのは，就業制限規定の影響で
あるといえるだろう98）。
〔付　記〕
　本稿は，2007年６月10日に日仏会館フランス
事務所主催で開催された日仏セミナー「労働時
間の歴史：自由労働と強制労働（フランスと日
本）」において，「1911年工場法の労働時間規
制」と題しておこなった報告をベースにしてい
る。報告した原稿は，フランス語と英語に翻訳
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筆したものである。
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